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 1） 整理解雇の 4要件のうちの解雇の必要性について，裁判でどのような判断がな
されてきたかについては，菅野（2008）などを参照のこと。
 2） 熊迫（2006）でも，1990 年代の雇用調整の実施タイミングを検証し，1980 年
代と比較して早期に実施する企業の割合が増加していることが示されている。








　これを見ると，解雇を実施した企業の割合は 2007 年調査時の 3.6％から
2009 年調査時の 4.7％へと上昇している。また，賃下げを実施した企業の割

























































は 1部・2部上場企業である。この収録データのうち，1990 年から 2008 年




































　表 2を見ると，modelⅠ①では wage_cutが 1％水準で有意になっており
ハザード比は 0.39，bothが 1％水準で有意になっておりハザード比は 0.42
表 1　基本統計量（赤字経験企業群）
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である。また bankと indivも 1％水準で有意でハザード比は 0.96，0.97 と
なっている。modelⅠ②では wage_cutが1％水準で有意になっておりハザー
ド比は 0.38，bothが 1％水準で有意になっておりハザード比は 0.43 であ
る。bankと indivも 1％水準で有意でハザード比は 0.96，0.98 となっている。
contiは 5％水準で有意でありハザード比は 0.96 であった。modelⅠ③では
lay-offが 10％水準で有意になっておりハザード比は 0.76，wage_cutと both
は 1％水準で有意でありハザード比は 0.42，0.44 である。bankと indivも 1％
水準で有意でハザード比は 0.96，0.98 となっている。modelⅠ④では lay-off
が 10％水準で有意になっておりハザード比は 0.75，wage_cutと bothは 1％
水準で有意でありハザード比は 0.41，0.44 である。bankと indivも 1％水準









　表 3 に modelⅡの分析結果を示す。modelⅡ①では lay-offと ln（t）との
交互作用が 10％水準で有意になっておりハザード比は 1.22 となっている。
bankと indivは 1％水準で有意でハザード比は 0.96，0.98 である。ageは
10％水準で有意でありハザード比は 0.97 となっている。modelⅡ②でも lay-
offと ln（t）との交互作用が 10％水準で有意になっておりハザード比は 1.21
となっている。bankと indivは 1％水準で有意でハザード比は 0.96，0.98 で
ある。contiは 5％水準で有意でありハザード比は 0.96 となっている。model
Ⅱ③では bankと indivが 1％水準で有意でハザード比は 0.96，0.98 である。
modelⅡ④では bankと indivが 1％水準で有意でハザード比は 0.96，0.98 で
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　表 5を見ると，modelⅠ①では wage_cut2 が 1％水準で有意になっており
ハザード比は 0.38，both2 が 1％水準で有意になっておりハザード比は 0.52
表 4　基本統計量（2期連続赤字経験企業群）
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である。また bankと indivも 1％水準で有意でハザード比は 0.96，0.98 と
なっている。modelⅠ②では wage_cut2 が 1％水準で有意になっておりハ
ザード比は 0.38，bothが 1％水準で有意になっておりハザード比は 0.51 で
ある。bankと indivも 1％水準で有意でハザード比は 0.97，0.98 となってい
る。modelⅠ③でも wage_cut2 と both2 が 1％水準で有意でありハザード比
は0.40，0.51である。bankと indivも1％水準で有意でハザード比は0.96，0.98
となっている。modelⅠ④でも wage_cut2 と both2 が 1％水準で有意であり






　表 6に modelⅡの分析結果を示す。modelⅡ①では wage_cut2 と ln（t）と
の交互作用が 5％水準で有意になっておりハザード比は 0.68 となっている。
bankと indivは 1％水準で有意でハザード比は 0.96，0.98 である。modelⅡ
②でも wage_cut2 と ln（t）との交互作用が 5％水準で有意になっておりハ
ザード比は 0.68 となっている。bankと indivも 1％水準で有意でハザード比
は 0.97，0.98 である。modelⅡ③でも wage_cut2 と ln（t）との交互作用が 5％
水準で有意になっておりハザード比は 0.69 となっている。加えて both2 と
ln（t）との交互作用が 10％水準で有意になっておりハザード比は 0.84 となっ
ている。bankと indivは 1％水準で有意でハザード比は 0.97，0.98 である。
modelⅡ④でも wage_cut2 と ln（t）との交互作用が 5％水準で有意になって
おりハザード比は 0.69 となっている。また both2 と ln（t）との交互作用が
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